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厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

１．クリアランス認可申請に係るこれまでの経緯（1／2）

経緯概要年月

クリアランス認可申請
 対象物 :プラント全体の廃棄物を対象
 推定重量:約2,900トン

2016年9月

クリアランス審査基準制定2019年9月

審査会合
 クリアランス審査基準に適合させるため，補正に2年程度要することを説明2019年12月

クリアランス審査基準適合のための検討～

審査会合（補正方針の説明）
 対象物はプラント全体の廃棄物から水圧制御ユニットアキュームレータ（以下「アキュー
ムレータ」という。）及びN２ボンベに変更

 対象物の変更により，推定重量を約2,900トンから約5トンへ変更
 対象物の汚染状況調査のため，2023年度中に補正する旨を説明

2022年5月

汚染状況調査～

審査会合（補正申請の準備状況の説明）
 対象物の表面分布調査の結果，N２ボンベにＣｓ－137を検出（36体中20体）
 汚染性状やメカニズムの調査・検討に時間を要するため，対象物からN２ボンベを除外
 対象物の変更により，推定重量を約5トンから約3トンへ変更
 補正時期は2023年度中から2024年度上期へ変更

2024年3月
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厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

１．クリアランス認可申請に係るこれまでの経緯（2／2）

経緯概要年月

ヒアリング（補正申請の準備状況の説明）
 アキュームレータの放射化学分析（二次的な汚染）の結果，Ｃｏ－60の放射能濃
度がクリアランス基準の1／33を超えていたことを確認

 これにより，物理的除染が必要と判断し，除染試験に係る対応のため補正時期を
2024年度上期から2024年度末へ変更

2024年7月

除染試験に向けた対応～

ヒアリング（補正申請の準備状況の説明）
 除染試験前準備として，アキュームレータの放射化学分析を行った結果，クリアランス基

準は十分に下回っているものの，外表面に極微量のＣｓ－137（10－４ Bq／g程
度）を確認

 当初，Ｃｏ－60のみを評価対象核種とする予定であったが，上記の状況から評価対
象核種の再選定及び測定・評価方法の再構築が必要と判断

 これにより，補正申請時期を2024年度末から2025年9月に変更

2025年1月

評価対象核種及び測定・評価方法の見直し作業～
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厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

２．敦賀発電所１号炉 クリアランス補正申請について

敦賀発電所１号炉クリアランス補正申請に関し，本年９月に補正申請する予定であり，測定・評価
方法の概略を説明するとともに申請準備の進捗状況をご報告する。

【放射能濃度の決定を行うための実施項目】
補正書作成時期実施項目申請書本文記載項目

６月ー（一部変更あり対応中）本文一，二，三 氏名又は名称，放射能濃度確
認対象物が生ずる所在地，施設の名称

７月① 表面汚染測定:対象物の汚染状況を把握
② 除染試験

本文四 放射能濃度確認対象物の種類，発生
及び汚染の状況並びに推定される総重量

８月③ 燃焼・放射化計算:評価対象核種候補を選
定。敦１の過去のサンプルデータ及び充填固化
体（LLW）のSFから核種組成比を設定

④ 放射化学分析:③を確認

本文五 評価に用いる放射性物質の種類

７月評価単位及び測定単位（測定単位:切断片，
評価単位:検討中）

本文六 評価単位

８月⑤ 放射能濃度決定方法の検討本文七 放射能濃度の決定を行う方法
８月⑥ 放射線測定条件等設定本文八 放射線測定装置の種類及び測定条件
６月エリアごとの管理，保管管理，異物混入防止

（検討中）
本文九 放射能濃度確認対象物の保管場所及び

保管方法
６月測定評価業務に係る品質保証体制

（検討中）
本文十 放射能濃度の測定及び評価に係る品質

マネジメントシステム

放射能濃度確認対象物のクリアランス測定・評価方法
放射能濃度確認対象物を除染した上で，プラスチックシンチレータを用いた放射線測定法及び
核種組成比法により放射能濃度を決定する。
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３．補正申請に向けた工程 準備状況 4

2025年度2024年度

10月～9月8月7月6月5月4月3月2月1月

▼代表サンプル選定

③燃焼・放射化計算（評価対
象核種,核種組成比算定）

①表面汚染測定

②除染試験

補正申請書作成

∇補正申請

⑤放射能濃度決定方法の検討

④放射化学分析

∇評価対象核種確定

∇放射能濃度決定方法確定

:クリティカル工程

▽核種組成比設定

▼評価対象核種候補選定

▼測定・評価方法までの説明ロジック
（考え方）を確認

⑥放射線測定条件等設定

補正申請に向けた準備状況は以下のとおりであり，9月に補正申請を行う。 【▼実施済，▽計画】

前処理→放射能測定
(1)二次的な汚染分析 （5月末で約40％）
(2)放射化汚染分析（Co-60）（5月末で約40％）

(1)除染方法検討(4月)
(2)除染試験準備(5月)
(3)除染試験(6月)

(1)模擬試験体準備 （4月）
(2)試験条件検討 (3～5月）
(3)BG測定, 放射能換算係数測定，不確かさ評価のため

の測定(準備含め2か月) (5～6月）

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

∇除染効果の確認

説明ロジック検討
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４．敦賀発電所１号炉 クリアランス補正申請
放射能濃度確認対象物について （1／2） 5

約
1
m

※1:水圧制御ユニット
制御棒の挿入・引抜を制御するための装置。
制御棒（全73体）1体毎に設置している。
アキュームレータは原子炉緊急停止の際，窒
素で加圧されたアキュームレータ内の水により，
急速に制御棒を挿入する。

※2:シリンダのみ（ピストン等の複雑形状物
は除く）

第1図 水圧制御ユニット※１アキュームレータ

アキュームレータ
（対象物）

Ｎ２ボンベ
↑水側

↓Ｎ２側

１．放射能濃度確認対象物の種類
及び推定される総重量

対象物:アキュームレータ36体※2

推定総重量:約3トン（36体分）
対象物の材質:金属（ステンレス鋼）

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6
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４．敦賀発電所１号炉 クリアランス補正申請
放射能濃度確認対象物について （2／2）

6

２．放射能濃度確認対象物の状況
1970年の営業運転開始後，第11回定期検査（1980年）及び第12回定期検査

（1981年）にて現在のアキュームレータに取り替えて以降，2015年の営業運転停止まで
使用を継続。

廃止措置に伴い2018年に解体撤去したアキュームレータは，切断しない状態で鉄箱に収納
し，固体廃棄物貯蔵庫で保管。なお，解体・撤去の段階で除染は行っていない。

アキュームレータの汚染形態として，「二次的な汚染」を想定。なお，放射化汚染については，
アキュームレータの設置エリアの中性子線量率が十分に低いことから，無視できる程度と想定。

「二次的な汚染」の形態として，原子炉冷却材（原子炉水・系統水）の接液による直接的
な汚染（内表面汚染）及び機器の点検作業等の際，開口部から空気中に飛散した放射
性物質の付着による間接的な汚染（外表面汚染）を想定。なお，フォールアウトについては
過去の調査結果より，影響は見られないことから，考慮しない。

二次的な汚染はＣＰ核種※1及びＦＰ核種※2による影響を想定。なお，敦賀発電所１号
炉は，営業運転開始初期に燃料破損を経験しており，ＦＰ核種による影響が比較的大き
い。

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

※1:原子炉冷却系の設備から溶出した腐食生成物が炉心の中性子で放射化されて生成した放
射性物質及び冷却水が炉心の中性子で放射化されて生成した放射性物質

※2:燃料集合体及び炉内の構造材の微量元素として存在するウラン等が炉心の中性子で照射さ
れて生成した核分裂生成物及び中性子捕獲生成物
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本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに推定される総重量
①表面汚染測定（1／3）

7

１．概要
アキュームレータの汚染状況把握並びに放射化学分析及び除染試験の代表サンプルを選定

するため，代表1体を 50 mm×50 mm 程度に細断（全240試料）し，Ｇｅ半導体検
出器による表面汚染の測定を行った。

２．表面汚染測定対象アキュームレータ選定の考え方
2023年度にアキュームレータの汚染状況調査を実施。アキュームレータ全数測定（外表

面:ＧＭ管式サーベイメータ，内表面:スミヤ）の結果に基づき，内表面汚染が検出され
たアキュームレータから代表サンプルを選定し，放射化学分析を行った結果，一部の試料
（外表面）にＣｓ－137を検出した。このため，より詳細な汚染状況の把握が必要と判断。

しかしながら，当該アキュームレータについては，放射化学分析のために細断していること，ま
た，一部の細断片は放射化学分析で使用しており，1体全体の汚染分布を把握するために
は使用できない状況であったため，新たにアキュームレータを選定する必要が生じた。

2023年度に実施した外表面のＧＭ管式サーベイメータによる測定では検出限界未満であっ
たこと，また，使用環境等から残りのアキュームレータは同程度の汚染分布と考え，2023年
度に選定したアキュームレータに隣接する1体を選定。

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

実施済
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本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに推定される総重量
①表面汚染測定（2／3）

8

３．表面汚染測定条件
以下の条件によりγ線核種による表面汚染測定を実施した。

内容項目

直接測定測定方法

Ｇｅ半導体検出器測定機器

6,000秒／片面測定時間

４．表面汚染測定結果
表面汚染測定の結果，以下のとおり，外表面にＣｓ－137の付着が確認された。なお，

内表面は全て検出限界カウント未満であった。（表面汚染測定を行ったアキュームレータの外
表面の汚染分布は第2図参照）
 外表面:240試料中51試料にＣｓ－137を検出
 内表面:全て検出限界カウント未満

上記の表面汚染測定結果のうち検出カウントが高い試験片から放射化学分析及び除染試
験用サンプルを選定。

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6
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本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに推定される総重量
①表面汚染測定（3／3）

9

3-① 3-② 2-① 2-② 1-① 1-② 12-① 12-② 11-① 11-② 10-① 10-②

3-③ 3-④ 2-③ 2-④ 1-③ 1-④ 12-③ 12-④ 11-③ 11-④ 10-③ 10-④

6-① 6-② 5-① 5-② 4-① 4-② 15-① 15-② 14-① 14-② 13-① 13-②

6-③ 6-④ 5-③ 5-④ 4-③ 4-④ 15-③ 15-④ 14-③ 14-④ 13-③ 13-④

9-① 9-② 8-① 8-② 7-① 7-② 18-① 18-② 17-① 17-② 16-① 16-②

9-③ 9-4 8-③ 8-④ 7-③ 7-④ 18-③ 18-④ 17-③ 17-④ 16-③ 16-④

21-① 21-② 20-① 20-② 19-① 19-② 27-① 27-② 26-① 26-② 25-① 25-②

21-③ 21-④ 20-③ 20-④ 19-③ 19-④ 27-③ 27-④ 26-③ 26-④ 25-③ 25-④

24-① 24-② 23-① 23-② 22-① 22-② 30-① 30-② 29-① 29-② 28-① 28-②

24-③ 24-④ 23-③ 23-④ 22-③ 22-④ 30-③ 30-④ 29-③ 29-④ 28-③ 28-④

33-① 33-② 32-① 32-② 31-① 31-② 39-① 39-② 38-① 38-② 37-① 37-②

33-③ 33-④ 32-③ 32-④ 31-③ 31-④ 39-③ 39-④ 38-③ 38-④ 37-③ 37-④

36-① 36-② 35-① 35-② 34-① 34-② 42-① 42-② 41-① 41-② 40-① 40-②

36-③ 36-④ 35-③ 35-④ 34-③ 34-④ 42-③ 42-④ 41-③ 41-④ 40-③ 40-④

45-① 45-② 44-① 44-② 43-① 43-② 54-① 54-② 53-① 53-② 52-① 52-②

45-③ 45-④ 44-③ 44-④ 43-③ 43-④ 54-③ 54-④ 53-③ 53-④ 52-③ 52-④

48-① 48-② 47-① 47-② 46-① 46-② 57-① 57-② 56-① 56-② 55-① 55-②

48-③ 48-④ 47-③ 47-④ 46-③ 46-④ 57-③ 57-④ 56-③ 56-④ 55-③ 55-④

51-① 51-② 50-① 50-② 49-① 49-② 60-① 60-② 59-① 59-② 58-① 58-②

51-③ 51-④ 50-③ 50-④ 49-③ 49-④ 60-③ 60-④ 59-③ 59-④ 58-③ 58-④

上側

下側

第2図 アキュームレータ外表面汚染分布

＜凡例＞

:検出限界カウント未満

:汚染あり（Ｃｓ-137）

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

※1:内表面は全て検出限界カウント未満
※2:図中のサンプル番号は，アキューム

レータ細断後に、Ge検出器測定のた
めにつけた番号である。
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本文四 放射能濃度確認対象物の種類、発生及び汚染の状況並びに推定される総重量
②除染試験

10

１．概要
放射能濃度確認対象物は，ブラスト除染（物理的除染）により除染を実施する計画である。
アキュームレータの汚染が，ブラスト除染（物理的除染）により除染できる性状であることを確

認する。
表面汚染測定で選定したサンプルを用い，除染試験を実施する。

２．状況
４月 除染方法検討
５月 除染試験準備（除染装置調達）
６月 除染試験（準備含め２週間程度 6月中旬試験終了予定）

３．除染前後の核種組成比の変化について
二次的な汚染の形態は，比較的緩やかに付着している外層のソフトクラッド層と，金属母材に

酸化被膜として生成している内層のハードクラッド層に分類できる。公開文献※から，Ｃｏ－60
及びＭｎ－54は内層のハードクラッド層に取り込まれやすく，Ｃｓ－137，Ｓｒ－90，α核
種は内層に取り込まれにくく外層のソフトクラッド層に付着，或いは吸着していると考えられる。こ
のことから，物理的除染の前後でＣｓ－137，α核種の組成比率の変化はない。また，物理
的除染の前後でＣｏ－60の核種組成比率は，同等若しくはＣｏ－60が大きくなるものと考
えられる。

※:「平成11年度放射性廃棄物処理システム開発調査報告書ー原子力発電施設解体
放射性廃棄物基準調査ー」（平成12年3月 財団法人原子力環境整備センター）

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

除染試験準備中
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本文五 評価に用いる放射性物質の種類
③燃焼・放射化計算（二次的な汚染源）及び評価対象核種選定 11

１．概要
放射能濃度確認対象物の二次的な汚染源であるＦＰ及びＣＰの核種組成を燃焼・放射化計算により求め，

評価対象核種を選定した※1。
計算に当たっては，想定される燃焼・照射期間，汚染源の発生時期，放射能濃度確認対象物の測定まで

の減衰期間を考慮し，複数の計算条件を設定した。各計算結果から選定される核種を全て評価対象とするこ
とで，幅広く核種を選定した。

※1:審査基準（Σ（Ｄｊ／Ｃｊ)／Σ(Ｄｋ／Ｃｋ）≧0.9，ｋ:33核種，ｊ:33核種のうちＤｊ／Ｃｊの大きい
順の核種）に基づき選定。

２．計算条件
計算コード:ORIGEN2
計算条件:

○燃焼計算（ＦＰ核種）
燃料タイプ:７ｘ７燃料（燃料破損を経験した運転開始当初の燃料）
照射期間:約300日～約1,600日（燃料の燃焼度（設置許可及び実績）に基づき設定）
冷却期間:40年～60年（ＦＰ発生から放射能濃度確認対象物の測定までの時間より幅広く設定）

○放射化計算（ＣＰ核種）
燃料タイプ:７ｘ７燃料，８ｘ８燃料，９ｘ９燃料 （運転開始～停止まで使用した燃料タイプ）
材質 :SUS・炭素鋼（プラント各系統の機器・配管に使用されている主な材質）
照射期間:400日～約2,700日（ＣＰの炉内での照射を考慮し，炉内滞在時間を想定して幅広く設定）
冷却期間:15年～60年（ＣＰ発生から放射能濃度確認対象物の測定までの時間より幅広く設定）

３．結果
計算結果より，現段階における評価対象核種として，Ｃｓ－137，全α，Ｃｏ－60を選定した。

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

実施済
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本文五 評価に用いる放射性物質の種類
④放射化学分析 （1／３）

12

１．概要
二次的な汚染について，汚染の蓋然性のある核種を分析対象核種として選定したうえで，放射化学分析

を行い，燃焼・放射化計算から選定した評価対象核種を確認する。また，燃焼・放射化計算，充填固
化体のスケーリングファクタ（ＳＦ）及び敦賀発電所１号炉のこれまでのサンプル分析データを用いて算定し
た核種組成比が十分保守的に設定されていることを，放射化学分析により確認する。

放射化汚染について，放射化汚染の影響が無視できることを，放射化学分析により確認する。

２．状況
4月 分析対象核種の選定

二次的な汚染:審査基準の33核種から，汚染物の核種組成※1及び材質並びに短半減期核種を考
慮し，以下の13核種を分析対象に選定（第3図に選定フローを示す。）
Ｈ－3，Ｃ－14，Ｃｌ－36，Ｃｏ－60，Ｎｉ－59 ※2，Ｎｉ－63，
Ｓｒ－90，Ｎｂ－94，Ｔｃ－99，Ｉ－129，Ｃｓ－134，Ｃｓ－137，全α

放射化汚染 :放射能濃度確認対象物の材質を考慮し，Ｃｏ－60を分析対象に選定※3

4月 分析サンプルの選定
二次的な汚染:「①表面汚染測定」でＣｓ－137の検出カウントが高い試験片のうち，内外表面ご

とに対象物の上中下領域から選定
放射化汚染 :無作為に選定

5～8月 放射化学分析（実施中）
※1:「原子力発電所の運転及び解体に伴い発生する廃棄物の物量，性状等に関する資料集」（平成10年11月 財団法人原子力環境整備背セ

ンター）のBWRの汚染物の核種組成比
※2:Ｎｉ－59はＮｉ－63の分析結果と理論計算比により算出
※3:「主な原子力施設におけるクリアランスレベルについて（平成11年3月17日 原子力安全委員会）」（表-4-5 放射性核種組成に基づく相対

重要度評価結果（ＢＷＲ，原子炉停止後6年後））から，アキュームレータの材質であるＳＵＳについては，Ｃｏー60のＤ／Ｃ（原子炉施
設の放射化物の推定放射能濃度／算定クリアランスレベル）が最大であり，「原子炉発電所の運転及び解体に伴い発生する廃棄物の物量、性
状等に関する資料集（平成10年11月 財団法人 原子力環境整備センター）」（表1 BWR 放射化物（ステンレス鋼）の相対重要度経年
変化）を基に，原子炉停止後期間における減衰を考慮しても，Ｃｏ－60が最大であることから，分析対象として選定した。

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

化学分析実施中
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本文五 評価に用いる放射性物質の種類
④放射化学分析 （２／３）

第3図 二次的な汚染の放射化学分析核種の選定フロー

13

＜審査基準で定める33核種＞
Ｈ－3，Ｃ－14，Ｃｌ－36，Ｃａ－41，Ｓｃ－46，Ｍｎ－54，Ｆｅ－55，Ｆｅ－59，Ｃｏ－58，
Ｃｏ－60，Ｎｉ－59，Ｎｉ－63，Ｚｎ－65，Ｓｒ－90，Ｎｂ－94，Ｎｂ－95，Ｔｃ－99，Ｒｕ－106，
Ａｇ－108m，Ａｇ－110m，Ｓｂ－124，Ｔｅ－123m，Ｉ－129，Ｃｓ－134，Ｃｓ－137，
Ｂａ－133，Ｅｕ－152，Ｅｕ－154，Ｔｂ－160，Ｔａ－182，Ｐｕ－239，Ｐｕ－241，Ａｍ－241

Ｈ－3，Ｃ－14，Ｃｌ－36，Ｆｅ－55，Ｃｏ－60，Ｎｉ－59，Ｎｉ－63，Ｓｒ－90，Ｎｂ－94，
Ｔｃ－99，Ｉ－129，Ｃｓ－134，Ｃｓ－137，Ｐｕ－239，Ｐｕ－241，Ａｍ－241

Ｈ－3，Ｃ－14，Ｃｌ－36，Ｃａ－41，Ｆｅ－55，Ｃｏ－60，Ｎｉ－59，Ｎｉ－63，Ｓｒ－90，
Ｎｂ－94，Ｔｃ－99，Ａｇ－108m，Ｉ－129，Ｃｓ－134，Ｃｓ－137，Ｂａ－133，Ｅｕ－152，
Ｅｕ－154，Ｐｕ－239，Ｐｕ－241，Ａｍ－241

Ｈ－3，Ｃ－14，Ｃｌ－36，Ｃｏ－60，Ｎｉ－59※2，Ｎｉ－63，Ｓｒ－90，Ｎｂ－94，Ｔｃ－99，
Ｉ－129，Ｃｓ－134，Ｃｓ－137，Ｐｕ－239※3，Ｐｕ－241※3，Ａｍ－241※3

１年程度以下の短半減期核種を除外

コンクリートの放射化により主に生成する核種（Ｃａ－41，Ｂａ－133，Ｅｕ－152及びＥｕ－154※１）
及び主に軽水炉型試験研究用原子炉施設において確認される核種（Ａｇ－108m）を除外

Ｆｅ－55はＣｏ－60と比較して中性子捕獲断面積が小さいこと，短半減期核種であること及び基準値が
高いことにより除外

※1:Ｅｕ－152及びＥｕ－154については，燃焼・放射化計算結果より照射期間及び冷却期間を考慮し，Ｃｏー60及び
Ｃｓ－137に対するＤ／Ｃの比が小さいことから除外

※2:Ｎｉ－59はＮｉ－63の分析結果と理論計算比により算出
※3:全α核種として評価

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6
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本文五 評価に用いる放射性物質の種類
④放射化学分析 （３／３） 14

３．放射化学分析工程の進捗状況
二次的な汚染の放射化学分析は，核種毎に4つの試料に分けて分析作業中。
 5月から分析作業を開始し，5月末時点で約40％終了。分析は8月初旬終了予定。
第1表に，分析工程の進捗状況（5月末時点）を示す。

分析終了予定放射能測定単離作業溶液化エッチング分析対象面分析対象核種

二次的な汚染

8月初旬→→〇〇外表面A:Ｃｏ－60，Ｎｉ－63，
Ｓｒ－90， Ｎｂ－94，
Ｃｓ－134，Ｃｓ－137，全α 8月初旬→→〇〇内表面

7月末→〇〇〇外表面
B:Ｈ－3，Ｃ－14

7月末→→〇〇内表面

8月初旬→→△△外表面
C:Ｃｌ－36

8月初旬→→→→内表面

8月初旬→→→→外表面
D:Ｔｃ－99，Ｉ－129

8月初旬→→→→内表面

放射化汚染

8月初旬→→→〇ーＣｏ－60

＜凡例＞ 〇:実施済，△:実施中，→:今後実施

第1表 分析工程の進捗状況 （5月末時点）

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6
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グロス計数率（全γ）（s－１）測定

本文七 放射能濃度の決定を行う方法
⑤放射能濃度決定方法の検討（１／２）

15

測定トレイに対象物を配置

対象物の重量測定

基準核種の正味計数率（s－１）算出
（＝グロス計数率-バックグラウンド計数率）

基準核種の放射能量（Bq）算出
（＝正味計数率（s-１）×放射能換算係数（Bq/s-１））

基準核種の放射能濃度（Bq／g）算出※1

第４図 γ線測定による放射能濃度算定フロー

放射能換算係数（Bq／s－１）

バックグラウンド補正

バックグラウンド計数率測定

※1:測定値が検出限界計数率未満の場合は，検出限界
計数率から放射能濃度を算出

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

１．γ線測定による放射能濃度決定の方法（案） 模擬試験実施中

難測定核種の放射能濃度
（Bq／g）算出 ※2

※2:難測定核種については，核種組成比法を用いて放射能
濃度を算出し，審査基準（ΣＤｊ／Ｃｊ)≦1 を確認
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本文七 放射能濃度の決定を行う方法
⑤放射能濃度決定方法の検討（２／２）

16

２．模擬試験及び模擬試験の進捗状況
プラスチックシンチレーション検出器の測定条件のうち，「バックグラウンド補正係数」及び

「放射能換算係数」を設定するため，第2表の模擬試験を行い，各種データを取得する。
模擬試験の進捗状況は表2表のとおりであり，各種データ取得後，データを整理の上，

放射能濃度決定のための「バックグランド補正係数」及び「放射能換算係数」を設定する。

進捗状況試験項目分類No.
6月初旬試験終了，
評価中

①バックグラウンド計数率の測定試験
（遮蔽有，模擬試験体無）

バックグラウンド
補正係数

1
6月初旬試験終了，
評価中

②バックグラウンド計数率の測定試験
（遮蔽有，模擬試験体有）

6月初旬試験終了①線源位置の確認試験放射能換算
係数2

6月中旬試験終了②グロス計数率の測定試験
6月中旬試験終了①測定トレイ停止位置による不確かさ試験不確かさ評価※

3 ②測定対象物の配置による不確かさ試験
③標準線源位置の不確かさによる試験

第2表 模擬試験項目

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

※:審査基準3.3（１）イに示す測定効率及び測定条件に起因する不確かさを評価する。
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本文八 放射線測定装置の種類及び測定条件
⑥放射線測定条件等設定

17

１．放射線測定装置の種類
放射線測定装置は，燃焼・放射化計算の結果から選定した評価対象核種（γ線核種）

のγ線を計測でき，かつ，アキュームレータの汚染状況を踏まえ，ある程度大きな測定単位
で測定できる放射線測定装置として，汎用の「プラスチックシンチレーション検出器（大面
積）」を選定。

2．放射線測定装置の測定条件の検討状況
放射能濃度測定装置の測定効率の設定のため，アキューム

レータ（切断片）の形状を模擬した模擬試験体と標準線源
（Ｃｓ－137及びＣｏ－60）を用いて，クリアランスレベル
近傍の放射能を実測する模擬試験を実施。

この結果から，「放射能換算係数」及び「バックグラウンド補
正係数」を保守的に設定。

上記の設定に当たっては，測定効率及び測定条件に起因す
る「不確かさ」を適切に考慮する。

測定条件として，評価対象核種を考慮し審査基準を満足す
る放射能濃度が決定できる「検出限界値」及び「測定時間」
を設定する。

設定した「放射能換算係数」及び「バックグラウンド補正係数」
を適用するアキュームレータ切断片の形状を第5図に示す。

約
200～

300 m
m

約140 mm

約170 mm

第５図 アキュームレータ切断片の形状
アキュームレータの高さ4分割，
径方向4分割（90度分）

厳秘 知財情報 目的外使用・複製・開示等禁止 2025.6

条件設定等の検討実施中


